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Ⅰ　は じ め に
　倒産処理は様々な法分野と関わりをもつ。倒産処理を規律する基本的な法律として，
破産法，民事再生法，会社更生法などの「倒産法」が存在しているが，この場面で生じ
る問題の解決は，この倒産法の適用のみで自己完結しうるものではない。これら倒産法
の各第 1条では目的規定が置かれており，これに関わる者の行動指針，そして法の解
釈・運用指針となりうるものと思われるが，他の法分野と関わるような場合はどうなの
であろうか。近時の法律は冒頭に目的規定が置かれることが多いが，倒産法のそれとは
異質であったり，対立するものであったりすることもありえよう。倒産法は憲法の如き
最高法規であるわけではないので，他の法分野と交錯する問題が現れた際に，当然に倒
産法の規律が優先するとは限らないであろう。では，どのように解決が導かれることに
なるのか。
　確かに，倒産が民事的な法律関係の非常事態であるため，一般実体法である民法を修
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正したり，手続法としても特別なものであることは了解されている（破 13 条，民再 18 条，
会更 13 条）。とりわけ，前者については，その規制原理を探求するべく重厚な議論の展
開をみている。ニュアンスを異にする部分もあるが，水元宏典教授の「倒産法が倒産法
以外の法を正当に変更できるのはなぜか」という問い，伊藤眞教授の「倒産法的再構成」
の試み，山本和彦教授の「倒産法的公序」の提言は，これに挑戦するものである1）。こ
れらと関連しつつ，色彩を異にしていると思われるのが本稿で取り上げる，倒産法と他
の法分野が交錯する形で現れる問題である。こんな時，倒産実務家や倒産法研究者は，
つい倒産法を中心に物事を考えがちであるが，憲法ではないのであるから，これは不遜
であろう。憲法を頂点とする法体系にあって，優劣関係が明確でない法規範が競合した
場合の解決，そのような根本問題を考察することは手に余るが，倒産法との関係に限っ
て少しばかり考えてみようというのが本稿である。
　法科大学院では，良くも悪くも司法試験の制度が至る所に影響を及ぼす。倒産（処理）
法もその例外ではない。否むしろ，法律学的には意味をもたない不自然な選別が常態化
してしまっている。それは，司法試験における 8つの選択科目の 1つという位置づけが
原因である2）。学生は，必修の六法と行政法に注力するのは当然として，問題は次で，
司法試験の選択科目を何にするかで，あたかも 8種類のタイプに分かれることになる。
選択科目に対応した授業は，履修者数がその科目の人気に左右されることになり，筆者
はわずか 10 年間で大きな落差を経験している。ここで問題なのは，稀にいる複数の選
択科目を履修する学生はともかく，通常，○○法選択者とくっきりと学生が輪切りされ
てしまい，選択が違えば，お互いの部分に関しては没交渉というか，無関心になってし
まうことである。そうなると，本稿で取り上げるような倒産法と他の法分野，とりわけ
選択科目が交錯する問題については，学生は問題意識をもっても議論の相手を見出しに
くいことになる。
　ここ数年，中央大学法科大学院では，倒産法選択者が激減し，履修者はかなり肩身の
狭い思いをしているように見受けられる。そこで，彼（彼女）らが別の選択科目の学生
とも元気に議論ができるように，また，他の選択科目選択者にも多少でも倒産法に興味
をもってもらえるよう，幾つかの交錯分野を取り上げてみたい。もちろん，これは選択
科目相互だけの問題ではなく他にもあるが，まずは選択科目の幾つかに絞って検討して
みたい。さらなる展開に向けての序論的な位置づけのものである。
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Ⅱ　交錯の諸相
　倒産処理の現場において生ずる他分野との交錯は，実に様々である。本稿で取り上げ
るのはその一部にすぎないが，次のような問題である。
　ある企業が経済的に破綻し，裁判所の倒産手続（破産，再生，更生）の利用が必至であ
るとする。倒産処理のコアは，当該債務者企業とその債権者の権利義務すなわち民事的
法律関係の集団的な調整であると思われるが，それが倒産処理のすべてかというとそう
ではない。たとえば，破綻前は税金の滞納が起こりがちで，税務当局が債権者となって
現れることが多い。かかる異質な債権者はどのような扱いになるのか，倒産法と租税法
が交錯する。わが国の倒産法は，親方日の丸相手には分が悪い。ところが，その企業が
特殊で社会的な影響が大きいような場合，再生に向けた点滴注射とも言うべき公的な支
援が差し伸べられることがある。しかし，非効率な企業は市場から退場すべしという競
争社会の原理から考えると，問題がある。これは倒産法と経済法の交錯ということにな
る。
　また，企業の破綻は，そこにある労働関係にも大きな影響がある。給料の遅配が生じ
ていれば，労働債権の扱いが急を要する問題として登場する。そしてより深刻なのが，
破産となれば早晩すべての雇用関係は消滅に向かい，再生や更生でも，人員削減や労働
条件の変更は必須である。言わずと知れた，倒産法と労働法の交錯である。さらに，当
該企業が工場を有していて，その廃液等によって土壌が汚染されているとか産業廃棄物
が山積しているといったこともありえよう。倒産法と環境法が交錯することになる。
　本稿では上記の 4つの交錯をスケッチするが，それだけではない。仮に上記企業が海
外でも事業展開していた場合には，様々な国際的な通商条約の規制はもちろん，実体関
係の準拠法問題，そして国際倒産法制と，公法・私法いずれの国際関係法とも絡んでく
る。また各種特許のライセンス契約を前提に企業活動がなされていれば，知的財産権法
との交錯ということになる。
　しかし，考えてみれば，司法試験の選択科目だけと交錯するのでもない。たとえば，
個人の破産事件においては，民法の中の家族法領域との関わりが大きくなる。破産の局
面では離婚問題が事実上浮上することが多く，それに絡んだ財産分与，子の養育費など
家族の要保護性が倒産処理法上は悩ましい存在となって現れる3）。そして，相続放棄，
限定承認，財産分離は，本来的に破産にも通ずる財産状況を前提にしたところがあり，
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最終的には相続財産の破産等に関する特則が破産法に存在する（破第 10 章）。また，多
数の一般市民が商品やサービスの購入者となっている業者の倒産では，小口の大量被害
者の救済の問題として消費者法の論理が倒産法に顔を覗かせることになる4）。さらに，
もっと馴染みのあるところでは，株式・株主の扱い，役員責任，組織再編等は会社法と
倒産法とがきわめて密接に関係する5）。もっとも，利用資格を株式会社に限定した更生
手続や特別清算手続は，倒産法と会社法の交錯というよりは，本来的に両者が融合した
ものというべきであろう。
　ほかにも，市町村が破綻すれば倒産法と地方自治関連法が交錯し，国家が破綻すれば，
倒産法の出番は少なく政治の出番ではあろうが，倒産法の発想は援用される。
　こうして概観したように，頻繁に他分野と交錯するのが倒産処理の世界であり，もと
もと狭義の倒産法だけで倒産処理が規律されるのではないことがわかる。そうすると時
に法規範が衝突を来すこともありえよう。いかにこれを共存（coexistence），調和（harmo- 
nize）させるか，現場において利害関係人が，そして紛争の決着を求められた裁判官が，
頭を悩ませてきたことは想像に難くない6）。法技術的には相互の関係性（制定の前後関
係，一般的な規定か特別な規定か）や最高法規である憲法との距離，等が解決の鍵であろ
うが，経済現象である倒産は，経済効果も無視できないことが問題を難しくしているよ
うに思われる。
　具体例を素材に，租税法，経済法，環境法，労働法との交錯現象を眺めてみよう。
Ⅲ　倒産法 VS 租税法
　わが国の倒産処理では，租税債権はことのほか脅威の存在となっていた。それは租税
が公共サービス提供の資金源として公益性を有することに由来する。納税は憲法で定め
られた国民の義務とされ（憲 30 条），権利としての租税債権は実体的に一般的な優先権
が与えられている（税徴 8条，地税 14 条）。自身が受ける公共サービスと納税がストレー
トに結びついているわけではないので，納税は遅れがちに心理が働く。したがって，税
収確保の観点で一般的な優先権付与に合理性は認められるものの，滞納した状態で倒産
を迎えることも多く，後の倒産処理に大きな影響を与えることになる。交錯は定番の異
種格闘技の観を呈する。もっとも，租税には多様なものがある上，倒産手続にも種類が
ある。幾多の闘いで生み出された判例があり，大きな法改正もあった。旧倒産法制下の
ものから確認しておきたい。
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1 ．租税不対等の原点
　旧破産法は租税を，世界的にも稀なほど，優遇していた7）。それは，破産手続開始（当
時の用語で破産宣告）前の原因に基づく租税債権を一律に財団債権とする明文をおいてい
た点である（旧破 47 条 2 号）。これは，こうした規定をおかず租税法による一般的優先
権だけでも破産財団からの優先弁済が受けられるのを（旧破 39 条），格別に優遇したこ
とを意味する。これにより，租税債権は私債権であれば免れない債務者破産による損失
を回避できる。旧破産法は，租税債権が公的なものとして不対等な関係にあることを前
提とし，自ら租税法に後れることを宣言していたこと，つまり破産法の原則を修正して
いたといえる。しかし，税収の確保という租税法の意義を否定できるものではないとし
ても，これは破産手続にとってはあまりに大きな目の上の瘤であった。管財人が収集
した破産財団は租税債権の弁済に充てられ，財団不足で破産手続が頓挫する（異時廃止）
こともあった。
　当然，これには破産法実務・学説から強い批判があった。少なくとも破産手続開始前
の原因に基づく租税債権には，破産財団から随時優先弁済が確保されるべき財団債権の
要素はないとされていた。そこで，財団債権の中にあって，租税債権は破産手続の管理
費用たる管財人報酬には後れるべきであり（最判昭和 45 年 10 月 30 日民集 24 巻 11 号 1667
頁），また，開始後に破産財団財産に新たな国税徴収法による差押えをすることはでき
ない（最判昭和 45 年 7 月 16 日民集 24 巻 7 号 879 頁）と8），いわば破産実務からの抵抗が
功を奏する場面があった。ともかく，基本的に個々の事件において租税債権の優先性が
徹底されることは，他の一般債権者の倒産被害を拡大するなど不景気の原因となり，マ
クロ的にはかえって税収を減らさないとも限らなかった。かつて国庫の優先権（Fiskus-
vorrecht）として，開始前の租税債権に一般優先権を認めていた上に，開始後の租税債権
につき解釈で財団債権扱いを受けるものが増えたことで，破産手続の機能不全が深刻化
したドイツが，大きな方針転換を行ったことが知られている9）。その後，現行のドイツ
倒産法では，財団債権を極力絞り込み，租税債権についてのそれを含め一般的優先権を
廃止した。以後，ドイツでは，倒産法と租税法の関係は，「倒産法は租税法に優先する
（Insolvenzrecht geht vor Steuerrecht）」と表現されるようになり，わが国とは状況を異にす
るに至った 10）。
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2 ．倒産法の逆襲
　旧破産法（1922 年）では租税債権を最大限尊重していたが，制定の時期や思想を異に
した旧会社更生法（1952 年）は，必ずしもこれに追随しなかった。それは，更生手続開
始前の原因に基づく租税債権に随時優先弁済（共益債権化）を導く格上げ規定を設ける
ことを原則とはしなかったことである。もちろん，租税法に基づく一般的優先権を否定
したわけではないので，優先的更生債権となることで，租税債権が損失を被る可能性は
低かったが，それは租税債権も更生手続特有の拘束に服さざるを得ないことを意味し
た 11）。
　さらに立法によって租税債権の扱いを変えるまでには半世紀を要したが，現行破産法
は財団債権扱いとなる租税の範囲を格段に縮小した。すなわち，破産手続開始前の原因
に基づく租税債権のうち，財団債権になるのは，開始当時まだ納期限の到来していない
もの又は納期限から 1年を経過していないものに限られることとなった（破 148 条 1 項
3 号）。これは開始前の租税債権を無限定に財団債権としていた旧法と比べると大きな
落差であり，改正の目玉の一つでもあった。
　倒産手続と租税の問題は，開始前の原因に基づくもののみならず，開始後のそれも問
題となる。この点，旧破産法は開始後の租税債権については「破産財団ニ関シテ生シタ
ルモノニ限」って財団債権とするものとしていた（旧破 47 条 2 号但し書）。何がこれに当
たるか，手続遂行に伴い税務処理が問題となってくる。随時優先弁済が確保される効果
からこれを考えて，共益的な支出かどうかがメルクマールとされるべきであると解され
るようになった。個人の破産財団所属財産の換価と所得税に関し，財団債権性が否定さ
れた（最判昭和 43 年 10 月 8 日民集 22 巻 10 号 2093 頁）12）。また，法人の破産財団所属財産
の換価との関係での法人税をめぐっても，一般部分については，最終的に残余財産が生
ずるのは例外であるとして，破産債権者に負担させるには値しないと財団債権性を否定
した（最判昭和 62 年 4 月 21 日民集 41 巻 3 号 329 頁）13）。こうした判例を踏まえ，現行倒
産法は手続開始後の原因に基づく租税債権について明示的な言及は回避し，それが「破
産財団の管理，換価及び配当に関する費用の請求権」に該当する限りで財団債権（共
益債権）になるものと解すること，その限りでは租税債権も私債権と肩を並べることと
なった（破 148 条 1 項 2 号。民再 119 条 2 号，会更 127 条 2 号も同旨）14）。
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3 ．倒産実務に影を落とす租税法
　従前のように，倒産法に対し租税法が圧倒的優位に立つ状態でこそなくなったもの
の，なお倒産実務にあって租税は特別な扱いを受ける存在であることには変わりがな
い。いわば租税法の考えに倒産法が支配されているというわけである。すなわち，順位
の点を始め租税債権も私債権と同じ並びとされた点が多いとはいえ，まだ特別な扱いも
少なからずあるからである。
　租税債権も，基本的には手続に参加するには届出を要する（破 114 条，会更 135 条）が，
優先債権が随時弁済される再生手続では方式に従った届出は要しない（民再 122 条）。つ
まり，私債権と同様であり，滞納処分も包括的禁止命令などの対象となりうるが，開始
前に着手していた滞納処分は破産では続行が許される（破 43 条 2 項）。租税債権の届出
は，裁判所に交付要求することであり，債権表に記載されるが，私債権と同じ意味での
債権調査には服さない（破 134 条 1 項，会更 164 条 1 項）15）。その優先的な地位を尊重す
る意味で，倒産手続の最大の武器である否認権が利かない扱いで，手続開始前の租税債
権の納付や担保提供には否認権が及ばない（破 163 条 3 項，民再 128 条 3 項，会更 87 条 3
項）。
　更生手続において，租税債権も権利変更の可能性がある（会更 169 条）。しかし，他の
権利者との公正・衡平な差は想定されておらず（会更 168 条 4 項），多数決による権利変
更ではなく，徴収権者の同意を前提としたものである。租税債権は議決権の対象外なの
である（会更 136 条 2 項 4 号）。
　また，破産手続において，租税債権は非免責債権とされている（破 253 条 1 項 1 号）。
　権利としての位置づけのほか，ある程度の時間経過の中で手続を進める関係者は，財
団債権・共益債権となる租税の処理をこなす必要がある。財団債権性がない場合でも，
破産管財人は法人税の申告義務は免れないとされる（最判平成 4年 10 月 20 日判時 1439 号
120 頁）。また，破産管財人は，給与や報酬の支払いの際の源泉徴収に関し，破産会社の
従業員の退職金については免れるが，自らの報酬については義務があるとされている
（最判平成 23 年 1 月 14 日民集 65 巻 1 号 1 頁）。
　倒産処理も社会における営みとして，租税問題から超越しては存在しえない。かつて
に比べると，この場面で租税も私債権と同様の扱いを受ける可能性は広がったが，諸外
国に比べると，まだまだ租税優位の状況にあることがわかる。
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4 ．租税債権の代位の可否
　各論的な論点であるが，やはり租税債権が倒産手続の場面で特殊である点についても
触れておこう。それは優先権の代位という問題であり，私債権であれば，民法法理，そ
して倒産法理としても肯定されるものが，租税債権では貫けないというものである。
　問題が顕在化したのは租税債権からであった。すなわち，輸入業者が金融機関に関税
について保証を委託し，納期限の延長を受け商品を輸入したが，その後，破産手続が開
始されることになり，納期限が到来したことを受け当該金融機関が関税を納付した場
合，金融機関が弁済による代位を根拠に，租税債権の優先権（財団債権）を主張できる
かという形で現れた。裁判例は，理由づけに差はあるものの，これを否定した 16）。
　その後，租税債権以外の財団債権や労働債権に関しても同種の問題が生じ，それらに
ついては最高裁の判断にまで至り，求償権が破産債権であっても代位により財団債権を
行使できるとした（最判平成 23 年 11 月 22 日民集 65 巻 8 号 3165 頁，同 24 日同 3213 頁）。こ
れによって，大勢は決したかのように見えたが，最判の補足意見の中で「租税債権のご
とく，弁済による代位自体がその債権の性質上生じない場合は別」と述べられたことも
あり，問題は続く 17）。すなわち，平成 23 年最判を挟み，初期の裁判例から 10 年，再
び租税債権を立替払いした第三者が弁済による代位を主張する事案が現れた。しかし，
公法上の債権として弁済による代位は否定されている 18）。
　倒産処理の場面において，租税債権が私債権と比べ特別かつ優位にある状態はやわら
ぐ傾向にあるようにも思えるが，なお租税法を倒産法の論理で変えることはしていな
い。
Ⅳ　倒産法 VS 経済法
　わが国では，「租税法が倒産法に優先している」のが現実であった。確かに，この場
面で徴収権者が追及の手を緩めては，税収が確保出来なくなり，公共サービスの提供に
支障を来すし，切り詰めて納税義務を果たしている者との公平感も崩れてしまうだろ
う。しかし，個別の倒産債務者から租税の徴収を徹底することの効用については議論の
あるところであった。かえって倒産を誘発し，他の債権者の損失を大きくし，景気を悪
くするのではないかという見方である。
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　ともあれ，国は倒産の場面でも租税の確保に余念がないわけだが，かねてより，他方
で倒産被害の対処で公費をつぎ込む政策を講ずることもあった。こうしたお金の循環は
健全な姿といえるのか，経済現象である倒産は経済法との関わりは避けて通れない。
1．自由主義市場経済を支える者同士か敵か？
　かつての旧ソビエト連邦，中国，そして東欧諸国は，社会主義経済を標榜し，景気変
動，倒産のない理想郷を築き上げるはずであった。しかし，それは競争原理が働かない
ため不採算企業を温存させるなど，社会の活力が薄れ，ほとんどが崩壊し，体制を改め
た。すなわち，一部の国を除き，経済的には市場原理を導入した。それは，自由な競争
こそが社会の活力を生み出すという理解であるわけだが，社会主義からは忌み嫌われた
倒産の発生という副作用を伴うものである。旧社会主義国の多くは倒産法を復活させ
た 19）。というのも，自由競争はやがて経済的な勝者と敗者を分かつこととなるところ，
これを織り込んだ以上，後始末という意味での法制度が必要となる。それが倒産法であ
る。これにより資源や人材が再配分されるが，倒産の全件を破産清算で処理するのでは
なく，再建させるのが望ましい場合もある。こうして倒産法は，自由主義市場経済を支
えるセイフティ・ネットとなるわけである 20）。清算する場合であれ再建を試みる場合
であれ，通常の倒産手続では，ここに政府が口出しするようなことはないのであるが，
時に倒産は社会に混乱をもたらすこともあるため，公的資金の投入という形で救済に乗
り出すことがある。しかし，これによって本来であれば淘汰されるべき企業が生き延び
ることは他の企業との公正な競争を害する事態にもなりかねない。はたしてこれは妥当
なのか。これはまさに公正な競争の確保を使命とする経済法の出番であり，倒産法と交
錯する場面である 21）。
2 ．破綻現象と公的資金
　競争に敗れ破綻した企業が市場から退場を余儀なくされるのは，むしろ健全なことで
あり，その債権者が損失を被ることも自由主義経済では当たり前である。しかし，今日
では，一つの倒産を機にそれが無限に負の連鎖となって社会を混乱に陥れかねない場合
もありうる。たとえば，リーマン・ショックなどと呼ばれる世界同時不況はこうした負
の連鎖の現れであり，ここに政府による特別なテコ入れの必要性を窺わせる。
　とりわけ，こうした負の連鎖を回避することは，わが国では，長く金融機関の破綻で
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意識されてきた。すなわち，事前に救済策を講じ倒産を発生させない「不倒産」政策が
続けられた後，その限界と弊害が露わになると，さすがに破綻を顕在化させないことは
不可能となったが，その場合も，政府主導の破綻処理が主流であり続けている。システ
ミック・リスクの回避は，この間に充実が図られた預金保険制度の活用と相俟って，国
民に金融機関破綻の被害，損失を発生させないという大義名分の下，公的資金の投入を
導いた。この点は，預金者が存在しなかった住専の処理を記憶する人も多いだろう。
　金融機関の破綻処理は，諸外国でも一般企業のそれと異なる扱いとすることが多い。
わが国でも，その中心にあるのは，裁判所ではなく，預金保険機構という公的な機関で
ある。平成年代だけでも 200 近い金融機関が破綻し，多くは救済金融機関を機構がコー
ディネートし資金援助する方式が採用されてきたが，機構が金融整理管財人として管理
に乗り出したり，特別な公的管理に付する例もあった。公的資金をここに注ぎ込むのは，
地域の信用秩序を守るためであるとされる。しかし，現在のわが国は，金融機関の破綻
処理を全面的に裁判所の倒産手続の射程外におくというわけではない。金融機関等の更
生手続の特例等に関する法律が用意され，銀行などの狭義の金融機関のほか，保険会社，
証券会社につき裁判所の倒産手続を利用する際の詳細が定められている 22）。
　確かに，金融機関の場合には，信用秩序の維持のため公的資金を注ぎ込む大義名分は
一応成り立つし，その後相当程度回収もされているので，全部が捨て金になったわけで
はない。救済の反面で，役員の責任が追及され，株主責任も問われたという意味で，倒
産処理の論理がここに働いていたわけである。
　そのため，倒産現象に公的資金が注ぎ込まれることの是非は，金融機関との関係では
まだ詰めを控えていたところがあった。ところが，2009 年に破綻が顕在化し政府が処
理に乗り出すこととなった，日本航空（JAL）の案件で問題は一気に浮き彫りとなった。
ここに金融機関における預金者の如き要保護性のある者は存在しない。島国日本から海
外への旅客・貨物輸送という確かに公共性の高いサービスを提供する企業ではあるが，
全日本空輸（ANA）ほか同業者が存在し，船舶という手段だって存在するし，国内の移
動は新幹線や列車で代替できる。救済存続が絶対視されるべきものであったかは疑問も
ありえよう。
　しかし，日本航空の案件は，2009 年 9 月に政府がタスクフォースを立ち上げて検討
を委ねた後，翌年 1月に，企業再生支援機構の第 1号案件として支援要請をするととも
に，東京地裁に会社更生法の申立ても行うという処理枠組みの下，周知のとおり，比較
的短期間で V 字回復し再上場を果たした（2012 年 9 月）。この間，政府は，550 億円のつ
なぎ融資，3,050 億円の協調融資をした上，支援機構が 3,500 億円の出資をし人材を送
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り込んで内側から再建を主導した。事業面では，赤字路線からの撤退，大幅な人員削減，
福利厚生の見直しなどで収益構造を改善し，財務面では，一般債権の 87.5％をカットす
る更生計画案が可決・認可され，政府が新会長として迎えた稲盛和夫氏が再建の陣頭指
揮をとった。
　ナショナル・フラッグの看板を背負って創業された経緯はあるものの，これは民間企
業の救済に手厚い公的支援 23）がされた例である。日本航空の案件で問題意識が広まっ
た観があるが，企業再生支援機構の実質的な前組織である産業再生機構にも同じことが
いえるし，後を引き継いだ地域経済活性化支援機構も同様である。これらは，破綻に瀕
した企業にとっては，裁判所の倒産手続以外に選択肢が開かれたようなことを意味する
が，あくまで時限措置とされているのは，市場にとっては両刃の剣であるからであろ
う 24）。反社会勢力が蔓延っていたかつての私的整理とは異なる，制度化された私的整
理の展開で倒産法学に新風を吹き込んだ効用もあるが，経済法の視点は避けて通れな
い。
3．公的支援と競争政策
　日本航空の案件自体を俎上にのせるのではなく 25），少し時間を隔てた 2014 年に，内
閣府特命担当大臣決定に基づき組織された「競争政策と公的再生支援の在り方に関する
研究会」（座長：岸井大太郎）がこの問題を検討した。同年末には「中間とりまとめ」が
公表されるに至り，公正取引委員会はそれを受ける形で業種横断的なガイドラインを意
図した「公的再生支援に関する競争政策上の考え方」の作成・公表に至った（2016 年 3
月 31 日）。
　これは，破綻に陥った事業者を公的支援によって市場に存続させる一方で，その競争
事業者が競争上劣位に立たされかねない点で，公的支援は市場のメカニズムに反する，
モラル・ハザードを生むとの批判を受け止めて検討したその成果である。事業再生とい
う倒産法領域のメイン・テーマについて，公正取引委員会が競争政策の観点からメスを
入れたといえる。とかく倒産法の視点では，清算との対比で再生は是であり 26），した
がってこれを後押しする支援は善であると考えがちのところ，経済法という別の角度か
ら問題を捉えると違って見えるということである。
　しかし，この点は EU では夙に議論の蓄積のあるところであった。すなわち，圏内の
ある破綻企業をその本国が支援することは EU 全体の競争に影響することになるので，
規制が試みられてきたところであった。上記の研究会では，EU の規制も参照され，日
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本航空と全日本空輸からのヒアリングも行われ，本格的な問題の掘り下げがなされた。
　公表されたガイドラインで注目すべきは，公的支援が競争に与える影響を最小化すべ
く打ち立てた 3つの原則である。すなわち，①補完性の原則，②必要最小限の原則，③
透明性の原則，である。これら自体は，きわめて正当なものと思われるが，競争への影
響をどう評価するかは簡単ではないように思える。また，公的支援と再生や更生の法的
整理の併用についても言及し，それが過度な支援となり競争に与える影響が大きくなり
かねないとして，併用は絞り込まれるべきとされた点も興味深い 27）。
　確かに，裁判所の法的整理のみで再建の枠組みが構築される限りでは，まだ市場が当
該企業の存続を支持していると考えられるが，公的支援の併用は政府が市場に介入し競
争を歪める可能性が高い。再生や更生は，本来，民間ベースで調達できた再建プランに
関係者が可否を決する点で選別機能が働いている。公的支援案件は，関係者による計画
の可決よりも，支援の可否で命運が決してしまう点で選別の余地が事実上なくなる。
　倒産の発生を前提に，その受け皿として，秩序立った清算か関係者の合理的な判断の
下での再チャレンジか，という形で自由主義経済のセイフティ・ネットとなっている倒
産法は，経済法とともに，競争社会を下支えすべき存在である。したがって，この両者
の交錯は必ずしも矛盾関係をもたらすものではない。社会主義計画経済に移行するので
はない限り，不採算・非効率企業が生き延びるのは本来狭き門である。競争政策の視点
で経済法が公的再生支援の問題性を問うたことは，実は倒産法にとって少なくない意義
をもっていたように思われる。同時に，公的再生支援という政府の介入が極力最小限で
また非恒久的措置に止まるべきことは，倒産法という枠組みがあることでより説得力の
あるものとなっているのではなかろうか。両者は互いが補完関係にあると理解できる。
Ⅴ　倒産法 VS 環境法
　次の交錯は，倒産法と環境法である。租税法や労働法との交錯と比べると，頻度とい
う点で少なめと思われる。これが顕在化するのは，産業廃棄物処理業者が倒産した場合
などがその典型である。すなわち，債務者所有の不動産に，PCB や六価クロム，アス
ベスト等々の産業廃棄物ないし有害危険物質が堆積し，周囲の環境に悪影響を及ぼしか
ねないという場合，債務者と債権者の権利関係の調整がメイン・テーマであるはずの倒
産処理に，周辺地域の環境問題という異質のテーマが付け加わることになる。倒産事件
のすべてで現れるというものではないが，いったん現れるときわめて深刻な問題となる
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ものである。
　この場合における問題は，大きく 2つに分かれる。第 1に，関係する各種の環境法の
規制が倒産手続開始に伴って登場する破産管財人等に及ぶかどうか，行政法上の義務と
管財人の関係である 28）。第 2に，産業廃棄物や有害危険物質が含まれる不動産を破産
管財人が裁判所の許可を得て放棄できるか（破 78 条 2 項 12 号）である。わが国では，瀬
戸内海の豊島で大量の産業廃棄物投棄事件がありその業者が破産したことで意識される
ようになり，その後も各地で時折発生する困難事例として定番化した観がある 29）。
1 ．破産会社の環境責任
　問題の発生状況は事案毎に個性があると思われるが，ここでは，産業廃棄物を排出す
る業者が破産したとして，破産に至る前から既に管理が杜撰となり，現実に悪臭や汚染
水で周囲に公害が発生しておりそのまま放っておくと余計にひどくなる，といった場合
を例に考えてみよう。
　公害の防止・除去につき基本的に責任を負うのは事業者である（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 3条 1項，公害防止事業費事業者負担法 2条の 2）。事業者は，産業廃棄物につ
いては，許可を受けた処理事業者を通じて適正にこれを処分すべきことなど，詳細な規
制に服している。事業者が既に事業を停止していてもっぱら残余財産を換価配当するだ
けという場合，おそらく破産管財人はここでいう事業者に該当するとはいえないだろ
う。しかし，事業者自身は破産手続の開始で管理処分権を失い，役員に多少の権限が
残っていたとしても 30），詳細な環境関連の義務をまともに遵守し続ける余力があると
は考えにくい。そう考えると，破産管財人をおいて適切な名宛人を想定しにくいわけだ
が，破産管財人が環境規制にかかる義務に服することになるかどうかである。
　破産管財人は，破産手続遂行の中心人物として，破産手続の目的実現に資しこれにつ
き善管注意義務を負っている（破 85 条）。何を実現することが破産管財人に求められる
か，手続の目的論，倒産法の基礎理論にかかる問題であるが，差し当たり法 1条の目
的規定はわかりやすい目安であろう 31）。しかし，そうなると，どうしても債権者の権
利実現，すなわち債権者の破産損害を最小化すること（言い換えると，可能な限り最大限
の満足）を中心に考えることになり，通常はそれで問題はなかった。ところが，周知の
とおり，破産手続の利害関係人は破産債権者に限られるものではなく，実はその広がり
をあらかじめ特定できないからこそ倒産法は利害関係人という用語を多用しているとも
いえる 32）。この点は，質権者との関係で善管注意義務違反が問題となった最判で広く
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意識されるようになった（最判平成 18 年 12 月 21 日民集 60 巻 10 号 3964 頁）。上記の如く，
産業廃棄物の管理が杜撰で公害が現実化しているような場合は，周辺の地域住民も当該
手続の利害関係人となっている状態といえるので，破産管財人が公害防止・除去と無関
係であって良いはずがない 33）。ところが，かかる環境責任を破産管財人が背負うこと
になると，通常の破産事件におけるものとは異質の業務に煩わされ，かつ，相応の費用
を要し破産配当にはマイナスの影響が及んでくる。破産管財人を大いに悩ませるであろ
うことは想像に難くない。
　しかし，破産制度も社会の仕組みの 1つにすぎず独立した小世界であるわけではない
以上，倒産法的価値観は相対化して考えるほかない。破産管財人に就任する弁護士は，
社会的正義の担い手として（弁護士法 1条），その善管注意義務の中にはこうした環境責
任をも尽くすべきことが期待されよう 34）。
2 ．環境責任をめぐる倒産実体法上の位置づけ
　現実に公害が発生している状態で破産手続の開始に至った事案においては，それ以上
の被害拡大の防止に向けての除去・浄化も破産手続の射程内の問題となると解される。
ここでは，時間的には破産手続開始の前か後か，権利主体として現れるのが当該公害問
題にかかる行政官庁か被害者かで，問題は違っていよう。
　まず，破産手続開始前の権利はどうであろうか。たとえば，破産手続開始前に既に管
理能力を失っていた事業者に代わり，地元市町村が除去や浄化の活動を行い費用を支出
したことに伴い償還請求権を有する場合，そして周辺住民に生命身体にかかる被害が発
生していた場合，がその典型ということになる。この点は諸外国でも議論のあるとこ
ろであるが，わが国の破産法で考えても財団債権（破 148 条）や優先的破産債権（破 98
条）と考えることは基本的に難しい。被害者の損害賠償請求権に関しては，免責の対象
外であるものの（破 253 条 1 項 2 号・3号），プライオリティとしては解釈論上限界があっ
た 35）。
　これに対し，破産手続開始後の同種の権利はどのように位置づけられるだろうか。前
述したように，破産しただけで事業者が，そして破産管財人が環境責任を逃れるとは考
えられないので，こちらは財団債権に入る余地がある（破 148 条 1 項 2 号・ 4号・ 5号）。
　そして，ここで大きな問題に遭遇することになる。公害が現実化した事業者の破産事
件では，環境責任にかかる実体法上の権利を金額に換算すると決して少なくないと思わ
れるのに対し，破産財団は少なく，手続費用すら賄えない破産廃止（破 216 条・217 条）
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のおそれも出てくるということである。しかし，これは最悪の結果であり，問題の解決
にはならない。考えようによっては，破産の申立て自体が好ましくなく 36），環境責任
を全うできるような形で事業を展開すべきであるとの議論すら現実味を帯びてくる 37）。
3 ．環境責任と破産財団財産の放棄
　環境責任の問題は，時間との闘いになる。なぜなら，公害の発生原因が破産した事業
者の中にある限り，一刻も早くこれを解決しなければ被害は拡大し，それはつまり最優
先の財団債権が膨らむことも意味する。そうなると既発生の損害の救済は後回しになり
かねない。理想は破産管財人が残余財産を駆使して汚染状態の除去・浄化に努めること
であるが，それが可能な状況は実際には少ないであろう。この状況はつまり，破産財団
の中に汚染された土地，有害性のある廃棄物が存在しているということであり，破産管
財人はそのままでは買い手のつかない負の財産の管理を委ねられているということであ
る。
　こうした状態は，通常の倒産事件でいえば，破産財団に属する不動産について担保権
の設定がされておりその被担保債権が価額を上回っている，すなわち担保余剰がない
にもかかわらず，管理費用を投じて担保価値を維持しなければならないし，固定資産
税もかかる，という場合と類似する。こうした場合の対応として実務で行われている
のが，破産管財人が裁判所の許可を得て破産財団所属財産を放棄することである（破 78
条 2 項 12 号）。放棄の効果がどうなるか，放棄後の財産の行方も議論のあるところであ
るが 38），少なくともここで問題としている汚染土地や有害廃棄物に関しては，話は単
純ではない。すなわち，仮に放棄で破産財団から破産法人へと帰属が変わり，破産法人
の役員の権限がそれに及ぶと考えても，環境問題に取り組む財産的裏付けなど全くない
わけで，形式上破産管財人の視界から厄介な問題が消えただけで，それで事態が好転な
どするわけでは全くない。その意味で，余剰価値のない不動産を破産財団から放棄する
感覚で臨むのは，破産管財人としても，また許可を与える裁判所も，避けるべきことの
ように思われる。いわば通常の倒産法の論理は環境法の前に後退を迫られていることが
わかる。破産を理由に事業者が環境責任から逃れられるとしたらモラル・ハザードを引
き起こしかねないというものである。
　では，破産管財人は放棄という選択肢に頼ることなく，このような案件では環境問題
の処理にこそ全力を尽くすべきである，ということになるのであろうか。しかし，そう
なると，破産管財人といっても業務は一変し，倒産事件を得意とする弁護士も就任を躊
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躇することになろう。確かに，厳格な清算手続として，すべての破産財団財産につき破
産管財人が最後まで責任を果たせるに越したことはないであろうが，いたずらに困難を
強いることで破産管財人の成り手がいなくなっては元も子もない。上記のような場合に
限らず，換価困難財産が現れることは避けられないようであり，実務上も無視できない
問題となっている 39）。
　この点は，諸外国でも同じような形で問題が現れている。アメリカでは，破産財団財
産の放棄（Abandonment）に関する条文（11 USC §554）を有しており，放棄の要件や手
続が定められており，これによる放棄の適否が争われたのが Midlantic 事件であった。
負担になる（burdensome）財産であるとか，価値の乏しい（inconsequential value）財産を
放棄するための規定であるところ，環境汚染が現れている物件は議論を呼んだ。破産裁
判所は放棄を許可したが，連邦最高裁の法廷意見は国民の健康や安全確保という視点か
らこれを否定した。しかし， 4名が反対する微妙なケースであったので，その後も，当
該判決をどう読み，そしていかに放棄の可能性を探るか，倒産法と環境法の調整は模索
が続く。ドイツにも類似の状況が存在する。1960 年代以降，徐々に問題が生じ始めた
が，当初は理論も実務も他方の領域のことには配慮せず，議論がすれ違っていた。しか
し，汚染土地を放棄せざるをえない管財人の事情，放棄が責任者不在となる不都合，と
相互に他方の領域にも配慮した議論がされるようになっていく。ドイツ倒産法も，アメ
リカ法ほど明確な形ではないが，管財人による財産放棄（Freigabe）を認めており（§35 
Abs.2），将来的に環境責任を負い続けることを強いるわけにはいかないとの理解が支持
を広げている。もっとも，放棄によって過去の環境責任から逃れられるわけではないし，
倒産法の放棄規定を封じ込めるべく個別の環境法がこうした放棄を明文で禁止し，行政
との事前調整なしに放棄できない仕組みになっている場合が多いようである。
　通常の破産事件を想定した際の破産管財人の善管注意義務からは，破産財団を大きく
損なうような行動は倒産法的には正当化が困難である。しかし，破産手続も社会的シス
テムの一環であり，周囲と没交渉で済むものではない。環境問題を抱えた事業者の破産
管財人に就任した者は，地域住民や関係行政官庁と問題解決に向けた努力を重ねる必要
がある。したがって，破産財団を使って汚染の防止や浄化に当たること，それが破産債
権者の利益に反するという意味で倒産法の論理に反していても，試みられるべきであろ
う。しかし，乏しい破産財団では，破産債権者の理解にも限界があろうし，そもそも環
境責任を全うするには不足していることも考えられる。かかる場合まで，あくまで破産
管財人を環境問題の最終責任者としてしまうのは，不可能を強いるに等しい。原因を発
生させた事業者の破産管財人として，解決に向けての相応の試みをすることが重要なの
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であって，限界点が見えた際には，財産の放棄，そして場合によっては，異時廃止の結
果もやむを得ないところであろう。永石一郎弁護士は，これをプロセス責任と呼んで，
倒産法と環境法の相反する要請の調整方法としている。実務・理論とも環境法に相当の
配慮をした管財業務の必要性は理解が進展しているものと思われる 40）。もっとも，地
球温暖化対策に関する排出量取引などは，環境法絡みではあるが，取引法ベースでの扱
いのようである 41）。
Ⅵ　倒産法 VS 労働法
　倒産法と他分野の交錯の中で最も知られているのは，対労働法であろう。すなわち，
使用者の倒産は，労働者にとって，破産であれば職場の喪失，再生・更生でもリストラ
（労働力調整，労働条件の変更など）の危機を意味し生活がかかってくる。使用者自体も，
生き残るためにはどのような労働人員体制で臨むか，必死に模索する。その規模に大小
はあるにせよ，倒産事件ではほぼ必然的に現れる問題であるので，まさに定番の交錯領
域といってよい。そして，問題は多岐にわたる。すなわち，大きく分けて，労働債権の
処遇，労働力の調整，という違った側面のほか，集団性を帯びた労働者の手続関与，と
いった問題もあるからである。
　もっとも，この倒産法と労働法の交錯は，交錯の歴史の長さゆえにであろう，相矛盾
する法領域からの要請をいかに調整するかという捉え方を一段超えた，特有領域にある
と見うる段階にあるようにも思える。すなわち，一見すると，債権者の満足の最大化に
比重をおく倒産法と労働者の保護を狙いとする労働法とでは価値規範を異にしているよ
うに映るが，苦境にあって一切の労働力調整を拒んだことで事業の再生が困難になるこ
とは双方にとって好ましくないという意味で，両者は再生を志向する限りでは利害の一
致点を見出せるからである。この交錯を「倒産労働法」と呼ぶことがある背景には，両
者の止揚が含意されているのではないかと思われる。もっとも，早くからそうした問題
意識はあったものの 42），わが国では，諸外国に比べると本格的な進展は遅れた観があ
る 43）。
1 ．倒産法と労働法の交錯の今昔
　倒産が実質的に破産清算しか意味しない時代には，使用者の破産により早晩労働関係
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も消滅するほかないので，せいぜい労働債権の保護をどうするかが問題になる程度で
あった。労働者も早々に現在の労働関係から脱し（民 631 条），いかに次の職場を確保す
るかに関心が向かう。破産手続との関係では，所定の労働債権の地位をもつ債権者とし
て登場するに止まる。その際，個々の労働者の交渉力には限界があるので，労働債権に
いかなるプライオリティを与えるかは，もっぱら立法的課題であったかと思われる。
　労働債権の保護は， 2つの方向で現れる。倒産手続の内部と外部である。内部という
意味は，一般実体法において認められた優先権を倒産手続においても尊重することは当
然として，労働者保護の観点から，倒産法上さらに格上げすることである。そして，外
部とは，倒産手続内部で労働債権を保護することは他の債権者の取り分を減らすことに
なるのでこれを断念する代わりに，公的な賃金立替払い制度で労働者を保護することで
ある 44）。
　倒産手続内部における保護は，前述した租税債権と類似している。すなわち，一般的
な優先権は前提としつつ，倒産法固有の規律をめぐり，他分野からの要請をどう受けと
めるかという問題となるからである。しかし，これを過度に受け入れると，倒産手続が
機能不全に陥ってしまいかねないので限界がある。この点，わが国の新旧の破産法で，
租税債権と労働債権は逆の動きがあった。というのも，租税債権が格下げとなった一方
で，労働債権が格上げになったからである 45）。労働債権の格上げは，戦後の会社更生
法の制定によって道筋ができたといえる。それは，再建手続における労働者の不可欠性
に鑑みてのものであり 46），現行破産法では，会社更生法ほどではないが，租税債権の
格下げがあったこともあり，会社更生法の半分（開始前 3月間）だけ財団債権とされた
とみることができる（破 149 条）。
　労働債権の例が示すように，倒産手続において労働者がより存在感を示すのは，やは
り再建型倒産手続においてである。労働者の存在を無視しての再建はあり得ないからで
ある。しかし，事業再生の場面における倒産法と労働法の交錯は，確かに雇用が維持さ
れるというプラスの面をもつ一方で，労働力調整も不可避であるというマイナスの面を
もっている。後者は，破綻した企業を立て直す際のリストラ断行，すなわち解雇であ
り，労働法にとっては重大関心事となり，いわゆる整理解雇の法理の出番である。とこ
ろが，労働法では充実した議論が展開されながらも，旧倒産法制下での再建型倒産手続
が必ずしも十分に機能していなかったこともあり，倒産法との交錯はなかなか成熟しな
かった。これが大きな問題となったのが，経済法との交錯と同じ日本航空（JAL）の会
社更生であった。
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2 ．倒産労働法の東西
　今や倒産法と労働法の交錯のメイン・テーマとなりつつある整理解雇について述べる
前に，外国における「倒産労働法」について少し触れておきたい。
　倒産法における倒産労働法の比重は国によって異なる。最も特徴的なのは，中国であ
ろう。長く計画経済体制を敷いてきた中国では，企業の倒産も，したがって労働者の失
業もその間観念されていなかった。しかし，それが社会の活力を殺いだことから市場経
済原理の導入へと変革を実現し，これに伴い破産制度を復活させた。ところが，社会的
に保護されてきた労働者をいきなり倒産の被害に晒すわけにはいかなかったこともあ
り，政府は労働者保護を最優先に考える倒産実務を試みた。しかし，それでは他の債
権者らの不満につながらざるをえなかったので，市場経済の下での倒産法へと脱皮す
べく，現在の中国倒産法では，過度に労働者を保護する発想はこれを改めた形となっ
た 47）。つまり，他の国では，弱者たる労働者を倒産の場面でどこまでの保護を図るか
という発想をするのに対し，中国では，そうしたかつてのイデオロギーを背景とした労
働者保護の発想を緩和し，競争社会の倒産法における労働者保護に収まりつつある状態
であるといえる 48）。
　倒産法に雇用の維持（maintien de l’emploi）という労働政策を掲げる点で，フランスも
特徴的である。これは，旧倒産法制である 1985 年法の第 1条目的規定に堂々と掲げら
れ，労働者を重要な利害関係者と位置づけ，とりわけ再建プランとの関係における労働
力調整につき労働者の手続的地位に配慮がされていた。しかし，フランスの倒産法は，
従来から政治情勢・経済情勢に翻弄される形で変遷してきたところがあり 49），現在で
は，再建型の手続でこそ雇用の維持がなお冒頭条文に掲げられているが，利用件数の 9
割を占める清算手続に関しては，そのような目標を掲げることは断念されている。その
ような現状がある中，いかに債務者に早期の再生に向かわせるか，新たな制度を用意し
模索しているのがフランスである。
　伝統的に経営協議会（Betriebsrat）という形で労働者の経営関与のルートを開いてき
たドイツもまた倒産労働法と呼ぶにふさわしい状況にある。窮境下で労働力調整が必要
な際には，労使で社会計画（Sozialplan）を策定して進めるようになっていた。労働債権
の手続内の処遇も手厚いもので優先順位も高く，手続外の保護となる破産損失給付金
（Konkursausfallgeld）は日本の立替払い制度のモデルとなったものである。しかし，精緻
な倒産労働法が確立していたといえる一方で 50），それが足枷となり倒産手続の機能を
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損なう面もあったとされる。そのため，現行の倒産法制では，固有の労働法の要請に伴
う労働者保護を倒産手続においてそのまま受け入れることはできないとの理解に立つこ
ととなった。すなわち，倒産には多くの利害関係者が存在するのであり，労働者もまた
痛みを共有することにならざるを得ないということである。しかし，既に精緻な倒産労
働法の蓄積があるので，労働法上の諸制度を倒産法において修正する一連の条文が用意
されており，倒産法と労働法の調整のまとまった形を確認することができる 51）。
　これらの国と比較した場合，アメリカは，長い間，倒産法が労働法に「負け」ていな
い国であった。それは，倒産法が債務者優位となっているアメリカでは，労働協約を
双方未履行双務契約として履行拒絶できるものとし，それによって労働コストをカッ
トして事業再生に向かうべく連邦倒産法第 11 章手続を利用するという現象に象徴され
る 52）。しかし，さすがに労働組合などの不評を買うことになり，労働協約に関し占有
継続債務者（DIP）は，誠実交渉義務を負う旨の改正がなされるに至った。ようやく倒
産法と労働法の調整が本格化することになり，これを扱ったのが池田論文である。しか
し，労働債権の優先順位がさほど高くないアメリカでは，清算（第 7章手続）となれば，
労働者は全く誰も保護されなくなるので，第 11 章手続における労使交渉はなお使用者
側の有利に進んでいるように思われる。つまり，労働法に対する倒産法の優位である
が 53），異論もありえよう。
3．JAL 事件は倒産労働法の試金石か？
　前述したように，苦境下で断行されるリストラともいうべき整理解雇は，もともと倒
産法と労働法が交錯するものであったはずである。しかし，倒産法制が十分に機能しな
い状況が長かった一方で，解雇は労働者に最も切実な問題であるので，労働法理として
の整理解雇は大いに発展した。すなわち，①人員削減の必要性，②解雇回避努力，③人
選基準の合理性，④解雇手続の相当性，の 4つの要件（近時は要素）で，当該解雇の効
力を判断するというものであり，労働法判例・学説の到達点として知られる。
　業績が良好で猫の手も借りたいほどの企業であれば整理解雇などとは無縁であろうか
ら，整理解雇は自ずと経営難を背景としているといってよい。倒産手続が開始されると
いうことは，一時的な資金繰りの欠如でやむなく倒産手続を選択したような場合を除け
ば，確かに再生の条件整備でコスト（人件費）削減が必須の検討課題となる場面である。
その意味で，整理解雇法理は，使用者の倒産という事態を組み入れたものと考えられる
ので，ことさらに使用者が倒産手続にあることを強調する必要はないとの理解もありう
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る。これに対し，裁判所の下でなされる倒産手続では，多様な利害関係の調整を視野に
入れて清算や再生を目指す点で，労使の関係に焦点を絞った労働法としての整理解雇は
変容を迫られるという声が，倒産法研究者を中心に大きくなっている。JAL の更生事件
では，運航乗務員や客室乗務員の大規模な整理解雇がなされ，これが裁判で争われ，学
会はもとより広く国民の関心も呼ぶこととなり，改めて倒産労働法に光が当てられるこ
とになった。
　JAL の事案では，人員の削減も更生計画の重要なポイントで，賃金減額，早期退職や
特別退職の措置がとられたが，目標に到達しなかったので整理解雇が断行された。運航
乗務員と客室乗務員が別々に訴訟を起こし，原告側の敗訴，すなわち整理解雇は有効と
判断され，上告も棄却・不受理で終わっている 54）。既に多くの論考や判例研究が公表
されているところであり，私自身にこれについて詳論する能力はないが，ここで留意し
たいのは，更生手続との関係でなされた整理解雇である点がどう影響しているかであ
る。すなわち，JAL の更生手続中でなされた大量解雇につき，整理解雇の法理をあては
め解雇を有効とした点では同じであっても，客室乗務員のケースでは更生手続にあるこ
とが重要な考慮要素とされた点は注目されてよいと思える。仮に解雇がすべて無効とさ
れ労働者全員が保護されたとしても，その結果として会社自体が立ち直れず結局全員職
を失っては贔屓の引き倒しとなってしまう。ゼロサム関係ではなく，いかにウィンウィ
ンの発想 55）で，これを捉えるかが鍵を握ってこよう。複数分野の規範が交錯する際の
打開策が優劣関係だけでなく，両立を試みる止揚論もあることが示唆される点で興味深
い。
　なお，JAL の事案では，整理解雇にかかる労使交渉に際して，更生管財人である企業
再生支援機構のディレクターが機構の出資の可否と乗務員の争議権が関係してくる旨の
発言をしたことをめぐって，不当労働行為かどうかも裁判で争われている。裁判所は管
財人たる企業再生支援機構の発言は労働組合への支配介入に当たるとして不当労働行為
を認めており 56），この点では労働法規範優勢の結論となっている 57）。
Ⅶ　結びに代えて
　以上，雑駁かつやや誇張したところもあったかとは思うが，倒産法と租税法，経済法，
環境法，労働法との交錯をその具体例を挙げて眺めてみた。Ⅱで述べたように，交錯は
これらに限定されるものではなく，きわめて多いのは倒産法の宿命かもしれない。
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　倒産という非常事態を扱う倒産法の規範は強行性が強い。そのぎりぎりの経済状態の
ゆえに，規範適用場面であまり余力というか遊びの部分を有していないためではないか
と思われる。それだけに，倒産法は他の法分野の法規範を修正できる，それを当然視す
るというか，やむを得ないと受けとめる感覚がどこかにあった。しかし，倒産法は憲法
の如き最高法規性はなく，一法分野に過ぎず，法科大学院，司法試験でいえば選択科目
でしかない。それではいったいどんな存在なのか，本稿では，選択科目同士という意味
での 4分野との関係で探ってみたというわけである。
　複数の分野の法規範が交錯する問題につき回答を導くとなると，規範の優劣が問われ
ることになる 58）。しかし，どうやら優劣だけではなさそうであり，調和を図り共存す
ることが望ましいこともあり，関係は様々でありうる。環境法という人類の未来に影響
する問題には，倒産法も譲る部分が多い。国家財政の基盤がかかる租税法にも，わが国
の倒産法は弱腰である。これに対し，労働法に対しては，やや強気であり，むしろ共倒
れをしない調和が志向されている。また，経済法とは，ともに競争社会を支える補完関
係にあること，公的支援はこのこと抜きに正当化できないことが交錯の視点から認識さ
せられる。
　交錯場面は，本稿で取り上げた 4分野に関してもなお多くの論点があるし，それ以外
の分野との交錯はもっと多くを数える。この序論的な考察からさらにどう展開しうるの
か，自分でも不明であるが，差し当たりの問題意識が適切に伝わっていれば幸いである。
注
1 ）　水元宏典『倒産法における一般実体法の規制原理』（有斐閣，2002 年） 1頁，伊藤眞「証券化
と倒産法理（上）（下）」金法 1657 号 6 頁・1658 号 82 頁（2002 年），山本和彦「倒産手続におけ
る法律行為の効果の変容─『倒産法的再構成』の再構成を目指して」伊藤眞先生古稀祝賀『民事
手続の現代的使命』（有斐閣，2015 年）1181 頁。
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3）　この 2つの結びつきを示したのは，宮川知法「破産と離婚」竜嵜喜助先生還暦『紛争処理と正
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藤鉄男「犯罪被害者の救済と破産手続」渡部保夫先生古稀『誤判救済と刑事司法の課題』（日本評
論社，2000 年）639 頁。
5）　法人役員の責任追及・査定制度，代表訴訟の扱い，結合企業の倒産処理（併合処理や内部債権
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10）　木村弘之亮「租税債務論争の終着駅 租税法は倒産法と不対等でよいのか」税務弘報 2015 年 6
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の代位と倒産手続」同志社法学 59 巻 1 号 173 頁（2007 年）。
17）　平成 23 年 11 月 22 日の第 3小法廷判決における田原睦夫判事の補足意見である。また，労働債
権について倒産法の解釈として代位を否定する見解もある。山本和彦「労働債権の立替払いと財
団債権」同『倒産法制の現代的課題』（有斐閣，2014 年）144 頁。この点は，判例法理は，くしく
も他分野との交錯で，労働債権と租税債権で扱いを異にしたことを意味し，興味深い。
18）　東京地判平成 27 年 11 月 26 日金法 2046 号 86 頁。なお，同一事案にかかる優先的破産債権確認
の訴えも否定されている，東京地判平成 27 年 11 月 12 日判時 2298 号 72 頁。
19）　これについては，伊藤眞『破産─破滅か更生か』（有斐閣，1989 年）の第 1章「破産のない国
はユートピアか」。中国も試行段階を経て，社会主義市場経済の秩序を維持するため 2006 年に現
行破産法を制定した。
20）　この点を示すのは，山本和彦ほか『倒産法概説〔第 2版補訂版〕』（弘文堂，2015 年）19 頁〔水
元宏典〕。競争社会にいることの緊張感を企業に植え付ける意味が破産法にあることは中国社会で
も強調される。柴発邦『破産法教程』は，1989 年出版で，国営企業破産法（試行）の時代の教科
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書であるが，そのような叙述が見られる，32 頁。
21）　公的資金の投入と競争政策という問題のほか，倒産処理の過程で企業の救済手段としてスポン
サーを探した上で M&A が行われることがあり，これが独占禁止法の結合企業規制との関係で問
題になる場面も倒産法と経済法が交錯するところである。これについては，「倒産手続と企業結合
審査（上）（下）」NBL1052 号 4 頁・1053 号 16 頁（2015 年）。また，独占禁止法上の課徴金債権
が会社更生法上の免責の対象になるかという点が問題になっている，公取委平成 24 年 9 月 25 日
課徴金審決・公取委 HP。
22）　この特例法が制定されて以降も，金融機関の破綻処理は依然として預金保険機構限りでされる
ことが多く，裁判所の倒産手続が利用される例は多くない（千代田生命，協栄生命，東京生命，大和
生命の 4保険会社が更生手続によったほか，日本振興銀行が再生手続によっているにとどまる）。
23）　政府の関与には，資金の貸付や債務保証といった金融支援のほか，専門人材の派遣や利害調整
のコーディネートといった非金融支援もある。公的資金の投入という場合は前者だけ，公的支援
という場合は両者を含む意味で使用されていると思われる。
24）　事業再生への公的機関の過度の介入を警戒するのは，冨山和彦ほか「事業再生と市場経済」松
嶋英機先生古稀『時代をリードする再生論』（商事法務，2013 年）38 頁。もっとも，民間の金融
機関が伝統的な不動産担保融資から脱却できていなかった中で，産業再生機構が市場性を見極め
るモデルを創り上げたとも言われる，産業再生機構編著『事業再生の実践 第Ⅲ巻』（商事法務，
2006 年）214 頁，事業再編実務研究会編『最新事業再編の理論・実務と論点』（民事法研究会，
2009 年）234 頁〔中野瑞彦〕。
25）　もちろん渦中においても，問題は認識されていた。山本和彦「企業再生支援機構と JAL の更生
手続」ジュリスト 1401 号 12 頁（2010 年），白石忠志「公的支援と競争政策」同誌同号 47 頁。
26）　これは縦割型の倒産法制のわが国において，清算型手続の破産，特別清算に比べ，再建型の再
生，更生を基本的に優先しているところに現れており，これを修正するのは，「債権者の一般の利
益」というやや漠然とした基準となっている。佐藤鉄男「倒産法における債権者の一般の利益」
伊藤眞先生古稀・前掲注 1）861 頁。
27）　 4つほど具体的例外を示している。①簿外債務リスクの遮断，②債権者全員一致の困難（多数
決の必要），③債権者間調整の複雑ケース，④財産の差押え回避，である。岸井大太郎「競争政策
と公的再生支援の在り方について」公正取引 774 号 6 頁（2015 年）。
28）　手続開始後も債務者が管理処分権を維持する D.I.P. の場合（民再 38 条）は，手続機関としての
側面を有していても事業者としての継続性があるので，規制関係に変更はないと思われるので，
第三者機関が現れる場合が問題ということになろう。
29）　わが国だけでなく，世界各国でも生じている。アメリカでは，1986 年の連邦最高裁判決
Midlantic National Bank v. New Jersey Department of Environmental Protection, 474 U.S. 494 がリー
ディング・ケースとして知られる。これについては，齋藤善人「管財人による財産の放棄」民訴
雑誌 45 号 221 頁（1999 年）。また，欧米 6ヵ国の状況を論じた論文集の紹介として，笠井正俊「紹
介」民訴雑誌 45 号 264 頁（1999 年）。ドイツにおける問題状況を分析したものとして，Wolfgang 
Lüke, Umweltrecht und Insolvenz, Kölner Schrift zur Insolvenzordnung 3.Auﬂ. 2009 S.706ff.
30）　破産管財人の権限に属さない権限が会社の役員に残ることについては，最判平成 16 年 6 月 10
日民集 58 巻 5 号 1178 頁，最判平成 21 年 4 月 17 日判時 2044 号 74 頁。
31）　これについては，佐藤鉄男「倒産手続の目的論と利害関係人」田原睦夫先生古稀『現代民事法
の実務と理論（下巻）』（金融財政事情研究会，2013 年）30 頁。
32）　これについては，佐藤鉄男「倒産処理と社会的正義─周辺的利害関係人をどう遇するか」今中
利昭先生傘寿『会社法・倒産法の現代的展開』（民事法研究会，2015 年）384 頁。
33）　ドイツ法の議論を参考にした論考として，近藤隆司「破産管財人の公害行政上の義務とその免
脱可能性（1）（2・完）」早大大学院法研論集 70 号 211 頁・71 号 153 頁（1994 年）。CSR という
切り口で検討したものとして，永石一郎「破産管財人と CSR」一橋法学 4巻 2号 337 頁（2005 年）。
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34）　産業廃棄物の処理をめぐる県の刑事告発にかかる国家賠償という，当該事件の本題は別として，
岐阜地判平成 24 年 2 月 1 日判時 2143 号 113 頁の事案は，破産管財人が無許可業者に産業廃棄物
の処理を委託した点は気がかりである。全国倒産処理弁護士ネットワーク編『破産実務 Q&A200
問』（金融財政事情研究会，2012 年）112 頁〔長島良成〕。
35）　これについては，伊藤眞「不法行為にもとづく損害賠償債権と破産・会社更生」判時 11941 号
174 頁（1986 年），佐藤鉄男「倒産手続における不法行為債権の処遇」別冊 NBL69 号 4 頁（2002
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●Summary
This article describes collisions between insolvency law and other areas of laws. Such 
collisions happen frequently in insolvency practice involving matters such as tax law, economic 
law, environmental law, and labor law. 
How should the collisions be resolved? Sometimes, insolvency law takes precedence; 
however, there are many cases to the contrary. Decisions should be made by considering the 
policies behind the relevant laws.
